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新型コロナウイルス感染症対策 

４月２２日開催 津市新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

（第１３回）開催結果 

 
 このことについて、その内容は、別添資料のとおりです。 

 



４月２２日開催津市新型コロナウイルス感染症対策本部会議（第１３回） 

開催結果 

 

１ 決定事項 

（１）新型コロナウイルス感染症特別定額給付金等推進室の設置について（総

務部） 

   政府においては、４月２０日に「新型コロナウイルス感染症緊急経済対

策」が閣議決定され、感染拡大防止に留意しつつ、簡素な仕組みで迅速か

つ的確に家計への支援を行うため、全国全ての人々へ、１人につき１０万

円が給付される特別定額給付金（仮称）事業が実施されることとなりまし

た。 

当該給付金については、令和２年４月２７日を基準日として、住民基本

台帳に記録されている人を対象に、市区町村が給付決定を行う給付事業で

あり、可能な限り迅速かつ的確に市民の皆様に給付金をお届けしなければ

なりません。 

このことから、本市としては、国からの情報を的確に収集し事前準備を

進めるなど、早期の給付の実現に向けた万全の業務執行体制を構築するた

め、本日、４月２２日付けで、市民部市民課に「（仮称）新型コロナウイ

ルス感染症特別定額給付金等推進室」を設置するとともに、当該事務を掌

理する部長級職員「（仮称）市民部新型コロナウイルス感染症特別定額給

付金等推進担当理事」など、計１２名の職員を配置することとします。 

なお、同室の執務場所は、本庁舎６階、６１会議室に設置し、所属職員

に対しては、本日１５時に辞令交付を行う予定です。 

（２）特別定額給付金（仮称）の給付に係る予算編成の事前準備について（政

策財務部） 

   政府は「令和２年度補正予算（第１号）」の変更について、４月２０日

に閣議決定したところです。 

   これを受け、４月２０日付けで、総務省自治財政局財政課より、特別定

額給付金（仮称）事業については可能な限り迅速かつ的確に給付できるよ

う事業の円滑な実施への協力に係る事務連絡が、また、同日付けで、総務

省自治行政局地域政策課特別定額給付金室長より、市区町村における準備

及び予算の早期成立に向け、国の補正予算の成立時期にかかわらず、市区

町村の補正予算の早期の編成・成立に向けて、手続きを進めていただきた



いとの事務連絡が発出されています。 

   このことを踏まえ、この給付金に係る早期対応を図るため予算編成の準

備作業を早急に進めることとします。 

（３）新型コロナウイルス感染症のまん延防止のための出勤者の削減を目的と

した在宅勤務の実施等について（総務部） 

   政府から全国に「緊急事態宣言」が発出され、４月２０日に「三重県緊

急事態措置」が発表されたことを受け、本市においても、職場内の新型コ

ロナウイルス感染症のまん延防止対策として、業務継続計画等を踏まえ、

可能な範囲で出勤者の削減に最大限取り組む必要があることから、業務に

支障のない範囲で所属長が認める場合に全ての職員が在宅勤務できるよう

在宅勤務制度の拡充を図ります。 

   これにより、職員同士の接触機会をできるだけ低減させるとともに、週

休日の振替や休暇の取得を組み合わせることで、現在の出勤者を３分の２

まで減らすことを目指して、新型コロナウイルス感染症のまん延防止に努

めます。 

   また、本市においては、新型コロナウイルス感染症対策に全庁をあげて 

取り組みを進めている中、今後においては、特別定額給付金の給付に係る 

事務をはじめとする更なる感染症対策に向けた体制整備が必要となります。 

これら対策に迅速かつ的確に対応するには、平常時の業務体制を見直し、 

人的資源を新型コロナウイルス感染症対策に集中できる体制へと移行する 

必要があります。 

このため、現時点において、各部局が本年度に実施を予定していた業務 

を一から見直し、今、真に必要な業務を見極め、この状況下においても実 

施しなければならない業務等について洗い出しを行う必要があります。 

つきましては、新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を最優先の業 

務と位置付けたうえで、本年度実施を予定する業務を分析・分類し、この 

状況下であっても実施が必要と判断する業務について全庁的な調査を実施 

することとします。 

（４）市施設の休止状況及び休止予定について（税務・財産管理担当） 

   本市は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、「新型

コロナウイルス感染症にかかる公共施設の対応について」により、早い段

階から市の公共施設（指定管理施設を含む。）の休止等の対応を行ってき

ましたが、４月２０日に、三重県緊急事態措置が発出され、新型インフル



エンザ等対策特別措置法第２４条第９項に基づき、施設の休止要請がなさ

れたことを受けて、市民生活への影響を十分に考慮したうえで、市民が感

染症に感染するリスクを低減するための対策を更に推進する必要がありま

す。 

   そこで、緊急事態宣言下における本市の公共施設の運営については、次

の基本的な方針によることとします。 

   ・ 休止要請対象施設の対応 

     休止要請対象施設（文教施設、運動・遊戯施設、劇場等、集会場そ

の他床面積の合計が 1,000 ㎡を超える商業施設等）について、休止要

請が感染症対策を的確かつ迅速に実施し、国民の生命及び健康を保護

するためになされるものであることを踏まえ、基本的に休止します。 

     ただし、次の各号に掲げる場合については、その必要な部分につき

日常的な感染症対策を更に徹底したうえで、使用を継続します。 

     ⑴ 市民生活を支えるうえで必要な業務を行っている場合 

     ⑵ 子どもの居場所づくりのために必要な場合 

     ⑶ 公共的団体等の事務所等当該団体の業務を継続するうえで必要

な場合 

     ⑷ 避難所（福祉避難所を含む。）に指定されている施設につき避

難所として開設された場合 

   ・ 休止協力依頼対象施設等の対応 

休止協力依頼対象施設（床面積の合計が 1,000 ㎡以下の図書館や商 

業施設等）その他の施設（休止の対象としない施設を除く）について、 

三重県緊急事態措置において外出自粛の徹底が強く求められているこ 

とを踏まえ、人の移動を抑制し市民が感染するリスクを低減する観点 

から、市民生活への影響が少ないと判断した施設については、基本的 

に休止します。 

ただし、次の各号に掲げる場合については、その必要な部分につき 

日常的な感染症対策を更に徹底したうえで、使用を継続します。 

⑴ 市民生活を支えるうえで必要な業務を行っている場合 

⑵ 子どもの居場所づくりのために必要な場合 

⑶ 公共的団体等の事務所等当該団体の業務を継続するうえで必要 

 な場合 

⑷ 避難所（福祉避難所を含む。）に指定されている施設につき避 



難所として開設された場合 

・ 休止の対象としない施設の対応 

市民生活を支えるうえで必要不可欠な業務を提供している施設（市 

役所等の庁舎、保健・医療施設、社会福祉施設等）については、日常 

的な感染症対策を更に徹底したうえで、使用を継続します。ただし、 

当該施設の一部で貸館等市民生活への影響が少ない業務を行っている 

場合は、その部分につき休止するとともに、感染症対策上、休止せざ 

るを得ない時は、速やかに休止し、必要な措置を講じたうえで、再開 

します。 

・ 施設の休止期間 

  現状の施設の休止期間について、国の緊急事態宣言の期間と合わせ、 

その期限を５月６日とするものが多数を占める中、一部の施設では同 

日以降に期限を設けるなど施設によって休止期間の対応が異なってい 

るため、国の緊急事態宣言の期間が延長された場合における施設の休 

止期間については、施設の種別にかかわらず、延長後の緊急事態宣言 

の期間に合わせるものとします。 

   ・ 市民への情報提供 

     休止した施設の情報については、市ホームページにより常に最新の 

情報を市民に提供します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

休止施設総括表

4月19日
までに休止

4月20日
休止

4月21日
休止

4月22日
休止

文教施設 94 0 0 0 0 94
小学校、中学校、義務教育学校、幼稚
園、教育研究所、適応指導教室など

大学、学習塾等
（床面積1,000㎡超）

1 0 0 0 0 1 三重短期大学

運動・遊戯施設 4 0 0 16 11 31 体育館、プールなど

劇場等 0 0 0 8 2 10 文化センター

集会・展示施設 21 29 2 78 88 218
集会所、公民館、コミュニティセンターな
ど

博物館等
（床面積1,000㎡超）

0 0 0 0 13 13 図書館、資料館など

商業施設
（床面積1,000㎡超）

2 0 4 1 0 7 温泉施設、宿泊施設、レストランなど

小計 122 29 6 103 114 374

博物館等
（床面積1,000㎡以下）

0 0 1 0 7 8 資料館など

商業施設
（床面積1,000㎡以下）

6 0 1 5 0 12 レストラン、キャンプ場など

小計 6 0 2 5 7 20

11 6 4 40 46 107
津なぎさまち内旅客船ターミナル、屋外
スポーツ施設、広場、給食センターなど

139 35 12 148 167 501

休止協力
依頼に基づく
休止施設

その他の休止施設

合計

分類 施設の種類

これまでの休止状況

4月23日
休止予定

合計 施設の例

休止要請
に基づく
休止施設



２ 報告事項 

（１）令和２年度久居花火大会の中止について報告（久居総合支所） 

   ４月１６日、政府から全国に「緊急事態宣言」が発出されたことや市内、 

県内における感染症患者の拡大から、本年８月１日に予定していた令和２ 

年度久居花火大会の中止を、４月１７日、久居花火大会実行委員会におい 

て決定されました。 

（２）津市新型コロナウイルス感染症市民生活相談案内窓口等の相談状況につ

いて報告（危機管理部） 

   「津市新型コロナウイルス感染症市民生活相談案内窓口」の相談状況

は、４月２１日までの土・日曜日を除く９日間で４９７件の相談がありま

した。 

   主な相談内容は、国の給付金等に関する相談が２８５件で、約５７％を

占めています。 

   また、当案内窓口で完結した相談が４１２件、専門的な対応が必要とし

て担当部局につないだ相談が８５件でした。 

   これ以外に「事業者向け相談窓口」では、４月２１日までに４１５件の

相談を受け付けました。 



 以下会議資料 

津市新型コロナウイルス感染症対策本部会議（第１３回） 

 

 

令和２年４月２２日（水）  

 午前１０時～        

本庁舎８階 大会議室Ａ   

 

 

１ 国・県の動き 

（１）三重県津保健所管内における４月２０日以降の感染症患者の発生及び続

報について報告（健康医療担当） 

（２）国の特別定額給付金（仮称）について報告（危機管理部） 

（３）４月２０日、三重県知事メッセージについて報告（危機管理部） 

 

 

２ 協議事項 

（１）新型コロナウイルス感染症特別定額給付金等推進室の設置について協議

（総務部） 

（２）特別定額給付金（仮称）の給付に係る予算編成の事前準備について協議

（政策財務部） 

（３）新型コロナウイルス感染症のまん延防止のための出勤者の削減を目的と

した在宅勤務の実施等について協議（総務部） 

（４）市施設の休止状況及び休止予定について協議（税務・財産管理担当） 

 

 

３ 報告事項 

（１）令和２年度久居花火大会の中止について報告（久居総合支所） 

（２）津市新型コロナウイルス感染症市民生活相談案内窓口等の相談状況につ

いて報告（危機管理部） 

 

 

４ その他 
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